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１． 取り組み方針を推進するための施策 

都道府県担当部局 

 

（窓口） 

生活環境部 生活文化課 県民運動推進室 

担当者氏名： 係長 石井 健二 

電話番号： ０２９－２２４－８１２０ 

メールアドレス： undo@pref.ibaraki.lg.jp 

 

（その他） 

知事公室 女性青少年課 

生活環境部 環境対策課 

商工労働部 中小企業課 

農林水産部 農業経営課 

農林水産部 農地局 農村環境課 

 



 

支援事業メニュー 

基本方針

3.(3)の 

成果目標 

との対応 

 

都道府県の施策 ※ 

① ＮＰＯ等の活動基盤整備のた

めの支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１,２,３，

４,６ 

(1)地域リーダー育成事業 

(2)いばらきソーシャルビジネス振興事業 

(3)水環境活動連携支援事業 

(4)フードバンクシステム構築検討 

(5)マスコミ広報 

(6)新しい公共フォーラム，ＮＰＯ運営セミナー 

(7)県・市町村職員向けセミナー 

(8)冊子「茨城のＮＰＯ」の作成 

 

 

 

(9)寄附募集支援事業 

 

② 寄附募集支援事業 

 

③ 融資利用の円滑化のための支

援事業 

④ つなぎ融資への利子補給事業   

⑤ 新しい公共の場づくりのため

のモデル事業 

７,８ (10)コミュニティ協働事業 

(11)提案型モデル事業 

⑥ 社会イノベーション推進のた

めのモデル事業 

  

⑦ 共通事務に関する事業  (12)共通事務 

※ ①、②及び③については、一体的に運用することも可能です。 

※ 施策名については、事業内容が概ね推測できるものにしてください。 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （１）地域リーダー育成事業 

概要 将来にわたって継続・発展することが可能な人材・仕組みづくりを行うため，地域のリ

ーダーとなる若者や女性を育成する事業を実施する。 

施策の内

容 

１ 目的： 地域のリーダーとなる若者や女性の育成を通じて，地域活動の活性化を図る。 

２ 実施期間： 平成２３～２４年度 

３ 実施方法： 委託，県が直接実施 

４ 内容：  

 （１）いばらき若者塾事業（女性青少年課）【委託】 

    茨城を担う青年リーダーを養成するため，多くの青年活動からリーダー人材育成

のノウハウを有する団体等に事業を新たに委託するとともに，よりよい国内研修・

海外研修を行って行くため，ＮＰＯ等との連携を図りながら，専門的なアドバイス

を活かした研修を実施する。 

 （２）ハーモニーフライトいばらき事業（女性青少年課）【委託】 

    地域の女性リーダーを数多く擁し，女性人材育成研修の実績のある女性団体連携

組織に研修事業（海外を含む）を委託し，ＮＰＯ等との連携を図りながら，それら

を活用した多様な研修プログラムを実施することで，政策・方針決定過程に参画で

きる女性の人材を育成する。 

 （３）女性農業者リーダー育成事業（農業経営課）【委託】 

    女性農業士で構成する団体（女性農業士会）に，農業に携わる女性リーダーの海

外研修事業を委託する。事業は，ＮＰＯ等と連携し実施することとし，これにより

女性リーダーの資質向上を図ることを併せて，女性農業士会と他のＮＰＯ等が連携

し，女性農業者を支援する体制の構築を図る。 

 （４）農村づくり女性団体支援事業（農村環境課）【県が直接実施】 

    ・地域住民との連携や都市住民との交流をより充実させ，魅力あるふるさとづく

りを推進するため，地域で活動する人材を育成するための団体設立及び自主運営

を支援する。 

・設立された団体が開催する学習会等については，ＮＰＯ等とも連携し，実施す

る。 

５ 期待する成果： 研修事業等を通じて先進地事例を学ぶことで，地域におけるリーダ

ーとしての活躍が期待できる。 

成果目標 

（内数） 

地域リーダーの育成数    Ｈ２３年度 

（リーダー養成研修の修了者）(1)１０名 (2)１４名 (3)０ (4)２０名 計４４名 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

１ いばらき若者塾事業（委託費：１，００２千円） 

   （内訳：報償費，消耗品費,印刷製本費，通信運搬費，会場使用料，その他） 

２ ハーモニーフライトいばらき事業（委託費：１，７５０千円） 

   （内訳：報償費，消耗品費,印刷製本費，通信運搬費，会場使用料，その他） 

       @240×100通=24,000 円 

３ 女性農業者リーダー育成事業（委託費： ０千円） 

４ 農村づくり女性団体支援事業（８００千円） 

   （内訳：報償費，消耗品費,印刷製本費，通信運搬費，会場使用料，その他） 

Ｈ２３合計・・・３，５５２千円 

【Ｈ２４年度】 

１ いばらき若者塾事業（委託費：１，００２千円，Ｈ２３に同じ） 

２ ハーモニーフライトいばらき事業（委託費：１，７５０千円，Ｈ２３に同じ） 

３ 女性農業者リーダー育成事業（委託費：２，７１６千円） 

   （内訳：報償費，賃金，旅費，印刷製本費，その他） 

４ 農村づくり女性団体支援事業（委託費：８００千円，Ｈ２３に同じ） 

Ｈ２４合計・・・６，２６８千円 

合計（Ｈ２３＋２４）  ９，８２０千円 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （２）いばらきソーシャルビジネス振興事業 

概要 

 

 

高齢者・障害者福祉，子育て支援，買い物弱者対策などの様々な社会的課題が顕在化し

ている中，こうした課題解決のビジネス化を促進し，新たな産業や雇用の創出を図ってい

くため，今後ソーシャルビジネスに発展する可能性のある取組や実施団体等を把握するととも

に，担い手の育成や専門家による指導を行うことにより，ソーシャルビジネスの創業を支援する。 

施策の内

容 

１ 目的：ソーシャルビジネスの担い手育成及び創業の促進 

 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

 

３ 実施方法：委託 

 

４ 内容：  

（１）ソーシャルビジネスの実態調査 

県内において社会的課題を解決する活動を行っているＮＰＯ等の実態を調査するこ

とにより，ソーシャルビジネスの創業や事業拡大の希望者の掘り起こしを行う。 

（２）人材育成講座の実施 

ソーシャルビジネスの創業・事業拡大やその支援を希望するＮＰＯ等を対象に講座

を実施し，創業や事業拡大に向けたノウハウの習得を支援する。 

（３）ハンズオン支援の実施 

人材育成講座の受講者を対象に，専門家がきめ細かな個別指導を行うことにより，

事業計画の具体化を支援する。 

 

５ 期待する成果：  

県内におけるソーシャルビジネスの創業・事業拡大の促進 

成果目標 

（内数） 
ソーシャルビジネスの担い手の育成数 Ｈ２３年度 ３０名 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

委託費 ９，２４５千円 

 （賃金，報償費，消耗品費，印刷製本費，通信運搬費，その他） 

  管理費    ９０千円 

 

 Ｈ２３合計・・・９，３３５千円 

 

 

【Ｈ２４年度】 

委託費 ９，２４５千円 

 （賃金，報償費，消耗品費，印刷製本費，通信運搬費，その他） 

  管理費    ９０千円 

 

  Ｈ２４合計・・・９，３３５千円 

 

合計（Ｈ２３＋２４） １８，６７０千円 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （３）水環境活動連携支援事業 

概要 

 

 

水質浄化活動や環境保全活動の輪を広げるため，拠点施設となる霞ケ浦環境科学センタ

ーにおいて，行政と市民ボランティアの協働による事業展開を図るとともに，施設の一部

の管理運営等を市民団体が実施することにより，効率的，効果的な環境学習活動や市民団

体等の情報発信，交流促進事業を行う。 

施策の内

容 

１ 目  的： 

水質浄化や水環境保全の推進には，行政や企業等の関係者だけでなく，県民の理解と 

協力が必要である。 

行政と市民，団体が連携し，市民感覚を活かした環境学習や活動支援，団体間交流の

促進事業を行うことで，県民の意識高揚と環境保全活動の活性化を図るとともに，市民

ボランティアや市民団体の自立的活動を支援する。 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

３ 実施方法及び内容： 

(1)市民活動連携支援  

①方法：霞ケ浦環境科学センターが直接実施 

②内容：行政と市民ボランティアの協働による環境学習，啓発イベントの実施 

 (2)交流サロン運営事業 

①方法：委託 

②内容：市民団体による，霞ケ浦環境科学センター内のオープンスペース（交流サロ

ン）の管理及び企画事業の実施等    

＊企画例：団体交流事業（フォーラム等）の開催 

意識啓発のための催事等の開催   など 

４ 期待する成果： 

行政・市民・市民団体が気軽に交流できる場や機会を提供し，三者が連携することで， 

より多くの県民の関心を高め，水質浄化への具体的な取り組みの裾野を広げる。 

成果目標 

（内数） 

交流サロン事業の参加団体数  １０団体 

交流サロンの利用者及び企画事業の参加者数 

 Ｈ２３年度 １０，０００名 Ｈ２４年度 ２０，０００名 

  ※年度で目標値が異なるのは，震災の影響により施設復旧に時間を要するため。 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

１ 市民活動連携支援事業（県事業費：７９５千円） 

  （内訳：報償費，消耗品費，印刷製本費，通信運搬費，その他） 

 

２ 交流サロン運営事業（委託費：４，０７１千円） 

  （賃金，消耗品費，通信運搬費，その他） 

 

 Ｈ２３年度合計    ４，８６６千円 

 

 

【Ｈ２４年度】 

１ 市民活動連携支援事業（県事業費：７９５千円，Ｈ２３に同じ） 

 

２ 交流サロン運営事業（委託費：４，０７１千円，Ｈ２３に同じ） 

  

 Ｈ２４年度合計    ４，８６６千円 

  

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ９，７３２千円 

 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （４）フードバンクシステム構築検討 

概要 

 

 規格外，包装ミスなどの理由で破棄される食品を，企業や農業関係者から提供を受け，

福祉施設などの食品を必要としている団体へ提供するための仕組み作りを検討する。 

施策の内

容 

１ 目的： 規格外，包装ミスなどの理由で破棄される食品を，企業や農業関係者から提供

を受け，福祉施設などの食品を必要としている団体へ提供するための仕組み作

りを検討する。 

 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

 

３ 実施方法：公募型プロポーザルにより，委託業者を選定する。 

４ 内容  ：システムの運営母体（ＮＰＯ法人等）を中心とした仕組みづくりについて検

討を行う。 

       検討に当たっては，フードバンクに関わるＮＰＯ等のノウハウを活用する

ため，運営母体が，システムに協力可能なＮＰＯ等，企業等を幅広く募集し，

意見を求めることとする。 

 

５ 期待する成果： 

・ ＮＰＯの活躍の場の確保 

・ 企業のＣＳＲ活動の促進 

・ 雇用の場の確保 

 

成果目標 

（内数） 
フードバンクシステム参加組織数  ５団体 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

委託費 １，９１７千円 

 （報償費，消耗品費，通信運搬費，会場使用料，その他） 

  

 

【Ｈ２４年度】 

委託費 １，９１７千円（Ｈ２３に同じ） 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ３，８３４千円 

 

 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （５）マスコミ広報 

概要 

 

 テレビやラジオ等のマスコミを活用し，「新しい公共」の考え方やＮＰＯ等の活動内容等

を広く市民，ＮＰＯ，企業等に周知する。 

施策の内

容 

１ 目的： テレビやラジオ等のマスコミを活用し，「新しい公共」の考え方やＮＰＯ等の

活動内容等を広く市民，ＮＰＯ，企業等に周知する 

 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

 

３ 実施方法：茨城放送（ＩＢＳ）との委託契約（随意契約） 

 

４ 内容：  

（１）テレビ放送 

   ・ＮＨＫ県域デジタル放送等を活用（予定） 

   ・費用は無料（パブリシティ） 

（２）ラジオ放送 

   ・茨城放送（ＩＢＳ）を通じて，新しい公共及びＮＰＯ等の活動内容等に対する

県民の理解促進を目的とした広報を行う。 

 

５ 期待する成果： 「新しい公共」に対する県民の理解促進 

          ＮＰＯの役割や活動内容等に対する理解の促進 

成果目標 

（内数） 

 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

委託費  ８１０千円 

 （電波使用料，事務管理費） 

  

 

【Ｈ２４年度】 

委託費  ８１０千円（Ｈ２３に同じ） 

 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  １，６２０千円 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （６）新しい公共フォーラム，ＮＰＯ運営セミナー 

概要 

 

 

 新しい公共フォーラムやＮＰＯ運営セミナーの開催を通じて，新しい公共の考え方の理

解を促進するとともに，事業遂行能力やマネジメントといった基礎的能力の向上を図るこ

とで，ＮＰＯ等が活動しやすい環境を整備する。 

施策の内

容 

１ 目的： 

 ・新しい公共フォーラム 

地域円卓会議のモデルを定着させるため，委託業者において多様な主体への参画

を促し，新しい公共の理解促進とともに，多くの市民に共通の社会的課題の解決に

向けたシステムづくりにつなげていく。 

 ・ＮＰＯ運営セミナー 

委託業者において，セミナーの企画から開催までの各段階において，他のＮＰＯ

等に積極的に協力を求めることや幅広く参加を促すなどして，ＮＰＯ等のスキルア

ップとともに，新しい公共の担い手の育成を図る。 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

３ 実施方法：公募型プロポーザルにより，委託業者を選定する。 

４ 内容： 

 （１）新しい公共フォーラム 

   ・テーマ： 新しい公共の拡大と定着（仮） 

   ・対象： ＮＰＯ，企業，行政，市民等 

   ・回数： 年１回 

 （２）ＮＰＯ運営セミナー 

   ・テーマ： 財務諸表・事業計画書等の作成方法，情報発信のためのコンテンツ作

成方法，活動資金の調達方法等 

   ・対象： ＮＰＯ法人，ＮＰＯ法人設立予定者 

   ・回数： ８回（県内２地区（県北，県南地区）で開催予定） 

５ 期待する成果： 

   ・新しい公共の考え方の理解が促進される。 

   ・ＮＰＯ法人の運営能力が強化される。 

成果目標 

（内数） 

 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

１ 新しい公共フォーラム（委託費： ５６７千円） 

  （内訳：報償費，資料代，通信運搬費，会場使用料，その他） 

 

２ ＮＰＯ運営セミナー（委託費：１，２３３千円） 

  （内訳：報償費，資料代，通信運搬費，会場使用料，その他） 

 

Ｈ２３年度合計    １，８００千円 

  

【Ｈ２４年度】 

１ 新しい公共フォーラム（委託費： ５６７千円，Ｈ２３に同じ） 

  

２ ＮＰＯ運営セミナー（委託費：１，２３３千円，Ｈ２３に同じ） 

 

Ｈ２４年度合計    １，８００千円 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ３，６００千円 

 

  



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （７）県・市町村職員向けセミナー 

概要 

 

 

 行政職員を対象として「新しい公共」をテーマとしたセミナーを開催する。 

施策の内

容 

１ 目的： 委託業者において，セミナーの企画から開催の各段階で，他のＮＰＯ等に積極

的に協力を求めるなどして，幅広い視点で新しい公共の普及に努める。 

 

２ 実施期間：平成２３年度 

 

３ 実施方法：公募型プロポーザルにより，委託業者を選定する。 

 

４ 内容： 「新しい公共」をテーマとした行政職員向けセミナーを開催 

 

５ 期待する成果： 

  ・ 「新しい公共」の考え方が行政職員に浸透される。 

  ・ 行政とＮＰＯ等との連携・協働事業が促進される。 

成果目標 

（内数） 

 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

委託費  ７５６千円 

（内訳：報償費，資料代，会場使用料，その他） 

  

 

【Ｈ２４年度】 

委託費    ０千円（Ｈ２４未実施） 

 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ７５６千円 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （８）冊子「茨城のＮＰＯ」の作成事業 

概要 

 

 

ＮＰＯ法の改正に伴う制度の概要，各種事務手続き等，県内ＮＰＯ法人の基本情報，活

動内容等を掲載した冊子を作成・配布する。 

施策の内

容 

１ 目的： 「茨城のＮＰＯ」の企画から製本，普及に関する段階で，他のＮＰＯ等と積極

的に協力しながら事業を実施するとともに，新しい公共の普及に努める。 

 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

 

３ 実施方法：公募型プロポーザルにより，委託業者を選定する。 

 

４ 内容： 「茨城のＮＰＯ」の作成 

 

５ 期待する成果： ＮＰＯに対する理解並びに新しい公共の促進 

 

成果目標 

（内数） 

 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

県事業費  １，０００千円（印刷製本費） 

  

 

【Ｈ２４年度】 

県事業費  １，０００千円（印刷製本費，Ｈ２３に同じ） 

 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ２，０００千円 

  



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （９）寄附募集支援事業 

概要 

 

 認定ＮＰＯ法人が仲介役となり，「地域に貢献したい人，企業」と「地域で活躍したいＮ

ＰＯ」とを寄附金を通じて結びつける仕組みの検討を行う。 

施策の内

容 

１ 目的： 寄附を通じてＮＰＯと県民等を結びつける仕組みづくりの検討を行う。 

 

２ 実施期間： 平成２３～２４年度 

 

３ 実施方法： 公募型プロポーザルにより，委託業者を選定する。 

 

４ 内容  ： システムの運営母体（ＮＰＯ法人等）を中心とした仕組みづくりについて

検討を行う。 

       検討に当たっては，市民ファンドの趣旨に賛同する企業や市民，ファンド

に登録して寄附支援による活動を希望するＮＰＯ等を広く募集し，より多く

のＮＰＯ等，企業，市民が参画する寄附募集支援システムを構築する。 

 

  ・市民ファンド創設に係る検討会の開催 

  ・先進地視察 

 

５ 期待する成果： 市民ファンドの創設により，ＮＰＯに対する寄附が増え，ＮＰＯが活

動しやすい環境が整備される。 

成果目標 

（内数） 
寄附募集の仕組み（市民ファンド）への参加数 ５団体 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

委託費  １，２２９千円 

（内訳：報償費，資料代，通信運搬費，会場仕様料，その他） 

  

 

【Ｈ２４年度】 

委託費  １，２２９千円（Ｈ２３に同じ） 

 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ２，４５８千円 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （10）コミュニティ協働事業 

概要 

 

 

少子高齢化，価値観の多様化などにより，地域における連帯意識の希薄化，相互扶助機

能が低下し，防犯・防災，環境保全，子育てなど住民生活に直結する問題が発生している。

とりわけ，東日本大震災の発生以降，災害に強い地域づくりが求められている。 

このような中「地域の課題は地域で解決する」，「自分たちの地域は自分達で良くして

いこう」という，自主的・主体的な取り組みを，より一層活性化させる必要があるため，

地域の活動団体が、他の団体と協力して，コミュニティの活性化に向けた取り組みを行う

活動を支援する。 

施策の内

容 

１ 目的 

地域において活動している団体が、他の地域の団体と協働で事業に取り組むことによ

り、団体同士のコミュニケーションを図りネットワークを強化することで，地域活動団

体の活性化を図る。 

 

２ 実施期間  平成２３～２４年度 

 

３ 実施方法  委託 

 

４ 内容 

自治会や町内会等のコミュニティ組織やＮＰＯ等が，協働で地域の諸課題解決に向け

て企画，検討，実践を行いコミュニティの活性化に結び付けようとする事業を対象とす

る。 

 

５ 期待する成果 

 地域活動団体同士の交流が促進されネットワークの強化とともに，「地域の課題は地域

で解決する」，「自分たちの地域は自分達で良くしていこう」という会員一人ひとりの

意識醸成が図られる。  

これにより，日常的な地域活動においては協働の推進が期待でき，災害時等において

は団体同士の支援体制の輪が期待できる。 

成果目標 

（内数） 
ご近所の底力バンク登録団体のマッチング数  ３０件 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

委託費  ３，０００千円 

（内訳：＠１００千円×３０件（協働件数）） 

  

【Ｈ２４年度】 

委託費  ３，０００千円（Ｈ２３に同じ） 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ６，０００千円 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （11）提案型モデル事業 

概要 

 

 

 自由な発想によるＮＰＯ等の提案をもとに，多様な主体との連携・協働事業を促進する。 

（地域の活性化，県のイメージアップ，観光振興，霞ケ浦の水質浄化等を主要テーマとし

て事業を募集する。） 

施策の内

容 

１ 目的： 自由な発想によるＮＰＯ等の提案をもとに，多様な主体との連携・協働事業を 

促進する。 

 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

 

３ 実施方法：委託 

 

４ 内容： 

 ≪進め方≫ 

  （１）ＮＰＯ等から事業を募集 

  （２）書類審査，プレゼンテーション等により審査 

  （３）事業選定 

  （４）事業実施 

 

５ 期待する成果： 

・ 多様な主体との連携・協働事業が促進される。 

    ・ マルチステークホルダー・プロセスの構築と普及が図られる。 

成果目標 

（内数） 
提案型モデル事業に参加した組織（主体）数  ２４団体 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

委託費  ２４，０００千円 

（内訳：標準事業費＠３，０００千円×８件（協働件数）） 

   ※事業費の範囲は 1,000千円（下限）から 10,000 千円（上限） 

 

【Ｈ２４年度】 

委託費  ２４，０００千円（Ｈ２３に同じ） 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ４８，０００千円 

 



２．都道府県の施策の内容 

施策名 （12）共通事務 

概要  新しい公共支援事業の実施のために必要な事務を実施する。 

施策の内

容 

１ 目的： 新しい公共支援事業の実施に必要な事務の実施。 

２ 実施期間：平成２３～２４年度 

３ 実施方法：公募型プロポーザルにより，委託業者を選定する。 

４ 内容： 

 （１）新しい公共支援事業事務（県） 

     国及び関係機関との調整，各種事業の調整，進行管理，情報収集等 

 （２）新しい公共支援事業管理業務（委託） 

     委託業者において，運営委員会の運営，事業の進捗状況の把握と評価，事業効果

を高めるための指導，助言等の整理等に関する業務を委託する。 

 （３）協働の場づくりプロジェクト会議の運営（委託） 

   内容： 多様な主体が協働して地域の諸課題に当たる仕組み（マルチステークホル

ダー・プロセス）による会議体を立ち上げ，多様な主体により社会的課題の

検討を行う。 

   構成員： ＮＰＯ，マスコミ，企業，行政等 

   回数：  年６回 

５ 期待する成果： 円滑な事務の実施 

 

成果目標 

（内数） 

 

必要経費

の概算 

（予定） 

【Ｈ２３年度】 

１ 新しい公共支援事業事務費（国等との調整費，県事業費：７５８千円） 

（内訳：旅費，印刷製本費，通信運搬費，その他） 

 

２ 新しい公共支援事業管理業務（委託費：２，８２９千円） 

  （内訳：報償費，消耗品費，印刷製本費，通信運搬費，その他） 

   

３ 協働の場づくりプロジェクト会議の運営（委託費：３３８千円） 

 

Ｈ２３年度合計    ３，９２５千円 

 

 

【Ｈ２４年度】 

１ 新しい公共支援事業事務費（国等との調整費，県事業費：７５８千円，Ｈ２３に同じ） 

 

２ 新しい公共支援事業管理業務（委託費：２，３２９千円，Ｈ２３に同じ） 

 

３ 協働の場づくりプロジェクト会議の運営（委託費：３３８千円，Ｈ２３に同じ） 

    

Ｈ２４年度合計    ３，９２５千円 

 

 

 

合計（Ｈ２３＋２４）  ７，８５０千円 

 

  

 



３．都道府県の施策の予算額 

                          （単位：千円） 

 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 合計 

年度毎の予算額 

（年度毎の割合） 

0 

（割合 0％） 

56,190 

（割合32.5％） 

116,515 

（割合67.5％） 

0 

（割合 ％） 

172,705 

（割合100％） 

  

（単位：千円） 

支援事業メニュー 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度  平成 25年度 合計 

① ＮＰＯ等の活動基盤整
備のための支援事業 

0 25,265 27,225  
52,490 

（割合45.9％） 
② 寄附募集支援事業 

③ 融資利用の円滑化のた
めの支援事業 

④ つなぎ融資への利子補
給事業 

0 0 0  
0 

（割合0％） 

⑤ 新しい公共の
場づくりのた

めのモデル事

業 

一般

枠 
0 3,000 3,000  

6,000 

（割合5.2％） 

重点

化枠 
0 24,000 24,000  

48,000 

（割合42.0％） 

⑥ 社会イノベーション推
進のためのモデル事業 

0 0 0  
0 

（割合0％） 

⑦ 共通事務に関する事業 0 3,925 3,925 0 
7,850 

（割合6.9％） 

合 計 0 56,190  58,150 0 
114,340 

（割合100％） 

※ 上記の各年度の①～⑦の割合は、⑥社会イノベーション推進のためのモデル事業分を除いて算出してください。 

※ 平成24年度の予算額は、ある程度の見通しが立った時点で記載してください。 

 

４．基金の名称 

茨城県雇用創出等基金 

※ 交付申請時は空欄でも結構です。 

 

５．運営委員会の概要 

（１）運営委員会の名称及び委員氏名（役職を含む） 

別紙，茨城県新しい公共支援事業運営委員会委員名簿 参照 

※ 交付申請時は空欄でも結構です。 

 

（２）委員の選定方法 

ガイドラインに示された分野等から県が選定 

※ 交付申請時は空欄でも結構です。 

 



（３）運営方法（情報開示の方法を含む） 

原則として，公開で行い，会議の議事録を作成しインターネット等で公表する。（ただし，提案型モ

デル事業の選定等に関する議事は除く。） 

委託団体及び提案型モデル事業の選定等を行う。 

必要に応じて運営委員会の一部会議（部会）を設置する。 

※ 交付申請時は空欄でも結構です。 

 

（４）開催状況及び予定 

平成２３年４月２１日 第 1回茨城県新しい公共支援事業運営委員会 

 議題 （１）新しい公共支援事業の概要について 

    （２）茨城県新しい公共支援事業基本方針（案）について 

    （３）茨城県新しい公共支援事業計画（案）について 

    （４）モデル事業の募集要領（案）について 

      ①新しい公共の場づくりのための提案型モデル事業 

      ②コミュニティ協働事業 

    （５）スケジュール（案）について 

平成２３年５月１９日 第２回茨城県新しい公共支援事業運営委員会 

 議題 （１）茨城県新しい公共支援事業基本方針（案）及び茨城県新しい公共支援事業計画（案） 

      の修正について 

    （２）モデル事業の募集について 

平成２３年６月７日 第３回茨城県新しい公共支援事業運営委員会 

 議題 （１）茨城県新しい公共支援事業事業計画（案）について 

    （２）新しい公共支援事業の実施に伴う委託業者の選定について 

    （３）平成２４年度新しい公共新事業について 

 

※ 交付申請時は空欄でも結構です。 

６．都道府県の施策の実施状況 
 

都道府県の施策 
 

実施状況 ※1 
（現在までの取り組み、現時点の進捗、今後のスケジュール） 

 
委託/直接等の 
分類※2 

(1)地域リーダー

育成事業 
※１．に対応させてく

ださい。 

≪想定スケジュール≫ 

６月 委託団体の募集 

７月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託，直接 

(2)いばらきソーシ

ャルビジネス振興事

業 

≪想定スケジュール≫ 

７月 委託団体の募集 

８月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(3)水環境活動連携

支援事業 
≪想定スケジュール≫ 

６月 委託団体の募集 

７月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

委託，直接 



３月 報告書の提出 
(4)フードバンクシ

ステム構築検討 
≪想定スケジュール≫ 

７月 委託団体の募集 

８月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(5)マスコミ広報 ≪想定スケジュール≫ 

８月 委託 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(6)新しい公共フォ

(6)フォーラム，ＮＰ

Ｏ運営セミナー 

≪想定スケジュール≫ 

７月 委託団体の募集 

８月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(7)県・市町村職員向

けセミナー 
≪想定スケジュール≫ 

７月 委託団体の募集 

８月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(8)冊子「茨城のＮＰ

Ｏ」の作成 
≪想定スケジュール≫ 

７月 委託団体の募集 

８月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(9)寄附募集支援事

業 
≪想定スケジュール≫ 

８月 委託団体の募集 

９月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(10)コミュニティ協

働事業 
≪想定スケジュール≫ 

９月 委託団体の募集 

１０月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(11)提案型モデル事

業 
≪想定スケジュール≫ 

６～７月 委託団体の募集 

８月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

３月 報告書の提出 

委託 

(12)共通事務 ≪想定スケジュール≫ 

６月 委託団体の募集 

７月 委託団体の決定 

～ 

２月 事業実施 

直接，委託 



３月 報告書の提出 

※１ 交付申請時は、各施策の実施内容（委託、募集開始、支援開始、報告提出等）及び想定スケジュールを記載して

ください。 

※２ 委託（プロポーザル）、委託（その他）、委託なし（直接実施）の別及び決定した受託者名を記載してください。 

 



 

７．実施要領第５の７の(1)の成果目標の達成状況 

 

評価項目 
評価 

実施前 
23年度 

上半期 

23年度 

下半期 

24年度 

上半期 

24年度 

下半期 

１ 地域リーダーの育成数 

（リーダー養成研修の修了者） 

（若者に対する相談マッチング数） 

     

２ ソーシャルビジネスの担い手の育成数 

（人材育成講座修了者） 

     

３ 交流サロン事業の参加団体数 

交流サロンの利用者及び企画事業の参加
者数 

     

４ フードバンクシステム参加組織数      

５ 

 

支援対象となるＮＰＯ等の情報開示の実
施割合数 

     

 

６ 

寄附募集の仕組み（市民ファンド）への
参加数 
 

     

７ ご近所の底力バンク登録団体による協働
事業（マッチング）数 
 

     

８ 提案型モデル事業に参加した組織（主体）
数 

     

※ 平成23年度上半期の報告時以降、評価（数値）欄には、当期（実績）と来期（目標）の数値を入れてください。 

※ 交付申請時は空欄でも結構です。 

 

 

８．当該年度の予算及び決算（基金の取崩し及び運用収入予定） 

（単位：千円）  

 予算 決算 
設置当初の基金残高（交付金相当分） 172,000  
平成22年度の基金取り崩し予定額（交付金相当額） 0  
平成22年度の基金運用収入予定（交付金相当額）   
平成22年度末の基金残高（交付金相当額） 172,000  
   
平成23年度当初の基金残高（交付金相当分） 172,000  
平成23年度の基金取り崩し予定額（交付金相当額） 56,190  
平成23年度の基金運用収入予定（交付金相当額） 705  
平成23年度末の基金残高（交付金相当額） 116,515  
   
平成24年度当初の基金残高（交付金相当分） 116,515  
平成24年度の基金取り崩し予定額（交付金相当額） 116,515  
平成24年度の基金運用収入予定（交付金相当額）   
平成24年度末の基金残高（交付金相当額）   
   
平成25年度当初の基金残高（交付金相当分）   
平成25年度の基金取り崩し予定額（交付金相当額）   
平成25年度の基金運用収入予定（交付金相当額）   
支援事業終了時基金残高（交付金相当額）   

※ 交付申請時は、空欄でも結構です。 


